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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層よりも積層面の面積が小さい第２の
ガス拡散層であって、前記第１のガス拡散層側の面全体で前記第１のガス拡散層と接触し
、前記第２のガス拡散層の外周全体が、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層の面
上に重なるように配置される第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層の外周に配設され、前記
電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層を保持する保持部と、
　前記保持部と一体または別体で形成されたガスシール部であって、前記第１のガス拡散
層との接触面に垂直な前記第２のガス拡散層の側面の外側に空間が形成されないように、
前記側面と接触するか、または極めて近い位置に配置されたガスシール部と、
　を備え、
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　前記第２のガス拡散層は、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層における前記保
持部に覆われていない集電領域全体を覆うように配設されている
　燃料電池。
【請求項２】
　固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層よりも積層面の面積が小さい第２の
ガス拡散層であって、前記第１のガス拡散層側の面全体で前記第１のガス拡散層と接触し
、前記第２のガス拡散層の外周全体が、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層の面
上に重なるように配置される第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、前記第１のガス拡散層、および前記第２のガス拡散層
の外周に配設され、前記電解質膜の両面間のガスシール性を確保するための樹脂製のシー
ル部であって、前記電解質膜と前記触媒電極層と前記第１および第２のガス拡散層とから
成る積層体と一体で射出成形されたシール部と、
　を備える燃料電池。
【請求項３】
　固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記第１のガス拡散層側の面における前記第１のガス拡散層と重なる領域全体で
前記第１のガス拡散層と接触する第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層の外周に配設され、前記
電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層を保持する保持部と、
　前記保持部と一体または別体で形成されたガスシール部であって、前記第１のガス拡散
層との接触面に垂直な前記第２のガス拡散層の側面の外側に空間が形成されないように、
前記側面と接触するか、または極めて近い位置に配置されたガスシール部と、
　を備え、
　前記第２のガス拡散層の内部の空間は、前記ガスが、前記第２のガス拡散層の面方向に
平行な一方向に流れるガス流路を形成し、
　前記第１および第２のガス拡散層の積層面は、前記一方向に略平行な２辺を有する形状
に形成されており、
　前記第２のガス拡散層は、少なくとも前記一方向に略平行な２辺が、前記触媒電極層お
よび前記第１のガス拡散層の外周よりも内側に配置されるように積層されると共に、前記
触媒電極層および前記第１のガス拡散層における前記保持部に覆われていない集電領域全
体を覆うように配設されている
　燃料電池。
【請求項４】
　固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
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　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記第１のガス拡散層側の面における前記第１のガス拡散層と重なる領域全体で
前記第１のガス拡散層と接触する第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、前記第１のガス拡散層、および前記第２のガス拡散層
の外周に配設され、前記電解質膜の両面間のガスシール性を確保するための樹脂製のシー
ル部であって、前記電解質膜と前記触媒電極層と前記第１および第２のガス拡散層とから
成る積層体と一体で射出成形されたシール部と、
　を備え、
　前記第２のガス拡散層の内部の空間は、前記ガスが、前記第２のガス拡散層の面方向に
平行な一方向に流れるガス流路を形成し、
　前記第１および第２のガス拡散層の積層面は、前記一方向に略平行な２辺を有する形状
に形成されており、
　前記第２のガス拡散層は、少なくとも前記一方向に略平行な２辺が、前記触媒電極層お
よび前記第１のガス拡散層の外周よりも内側に配置されるように積層されている
　燃料電池。
【請求項５】
　請求項１ないし４いずれか記載の燃料電池であって、
　前記第２のガス拡散層は、金属製多孔質部材によって形成され、
　前記第１のガス拡散層を構成する部材は、前記第２のガス拡散層を構成する部材よりも
、圧縮弾性率が小さい部材および／または強酸性雰囲気中における耐食性が優れた部材で
ある
　燃料電池。
【請求項６】
　請求項５記載の燃料電池であって、
　前記第１のガス拡散層は、カーボン製多孔質部材から成る
　燃料電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、固体高分子電解質膜を備える燃料電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　固体高分子型燃料電池は、プロトン伝導性を有する固体高分子から成る電解質層を備え
る燃料電池であり、従来、種々の形状の電池が提案されている。固体高分子型燃料電池で
は、一般に、固体高分子電解質膜上に設けられた触媒電極層に対して水素あるいは酸素を
含有する反応ガスを給排すると共に、ガス拡散性あるいは集電性を確保するために、触媒
電極層上に、多孔質な導電性部材から成る層が配設される。このような多孔質層は、例え
ば、ガス拡散層、あるいは集電体と呼ばれる。
【０００３】
　このような多孔質層として、金属製の多孔質部材を用いる燃料電池が知られており、金
属製多孔質部材と触媒電極層との間に、さらに、金属製多孔質部材とは異なる多孔質層を
設ける構成も知られている。金属製多孔質部材と触媒電極層との間に設ける層の一例とし
ては、強酸性成分に対して耐食性を示す材料によって形成される層が挙げられる（例えば
、特許文献１参照）。
【０００４】
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【特許文献１】特開平６－２２３８３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記のように、触媒電極層上に多孔質層を設ける場合には、この多孔質層を介して、燃
料電池に供給された反応ガスを効率良く触媒電極層に供給することによって、電気化学反
応におけるガス利用率を向上させることが可能となる。既述した複数の層から成る多孔質
層を備える燃料電池においても、さらなるガス利用率の向上による電池性能の向上が望ま
れていた。
【０００６】
　本発明は、上述した従来の課題を解決するためになされたものであり、触媒電極上に設
ける複数の層から成る多孔質層を介して触媒電極層にガスが供給される際の、ガス利用率
を確保することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、本発明の第１の燃料電池は、固体高分子型燃料電池であっ
て、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層よりも積層面の面積が小さい第２の
ガス拡散層であって、前記第１のガス拡散層側の面全体で前記第１のガス拡散層と接触し
、前記第２のガス拡散層の外周全体が、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層の面
上に重なるように配置される第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層の外周に配設され、前記
電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層を保持する保持部と、
　前記保持部と一体または別体で形成されたガスシール部であって、前記第１のガス拡散
層との接触面に垂直な前記第２のガス拡散層の側面の外側に空間が形成されないように、
前記側面と接触するか、または極めて近い位置に配置されたガスシール部と、
　を備え、
　前記第２のガス拡散層は、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層における前記保
持部に覆われていない集電領域全体を覆うように配設されていることを要旨とする。
　また、本発明の第２の燃料電池は、固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層よりも積層面の面積が小さい第２の
ガス拡散層であって、前記第１のガス拡散層側の面全体で前記第１のガス拡散層と接触し
、前記第２のガス拡散層の外周全体が、前記触媒電極層および前記第１のガス拡散層の面
上に重なるように配置される第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、前記第１のガス拡散層、および前記第２のガス拡散層
の外周に配設され、前記電解質膜の両面間のガスシール性を確保するための樹脂製のシー
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ル部であって、前記電解質膜と前記触媒電極層と前記第１および第２のガス拡散層とから
成る積層体と一体で射出成形されたシール部と、
　を備えることを要旨とする。
【０００８】
　本発明の第３の燃料電池は、固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記第１のガス拡散層側の面における前記第１のガス拡散層と重なる領域全体で
前記第１のガス拡散層と接触する第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層の外周に配設され、前記
電解質膜、前記触媒電極層、および前記第１のガス拡散層を保持する保持部と、
　前記保持部と一体または別体で形成されたガスシール部であって、前記第１のガス拡散
層との接触面に垂直な前記第２のガス拡散層の側面の外側に空間が形成されないように、
前記側面と接触するか、または極めて近い位置に配置されたガスシール部と、
　を備え、
　前記第２のガス拡散層の内部の空間は、前記ガスが、前記第２のガス拡散層の面方向に
平行な一方向に流れるガス流路を形成し、
　前記第１および第２のガス拡散層の積層面は、前記一方向に略平行な２辺を有する形状
に形成されており、
　前記第２のガス拡散層は、少なくとも前記一方向に略平行な２辺が、前記触媒電極層お
よび前記第１のガス拡散層の外周よりも内側に配置されるように積層されると共に、前記
触媒電極層および前記第１のガス拡散層における前記保持部に覆われていない集電領域全
体を覆うように配設されていることを要旨とする。
　また、本発明の第４の燃料電池は、固体高分子型燃料電池であって、
　固体高分子からなる電解質膜と、
　前記電解質膜の両面に形成された触媒電極層と、
　前記触媒電極層の外側に積層され、導電性多孔質部材によって形成される第１のガス拡
散層と、
　導電性多孔質部材によって形成されると共に、前記第１のガス拡散層のさらに外側に積
層され、前記第１のガス拡散層側の面における前記第１のガス拡散層と重なる領域全体で
前記第１のガス拡散層と接触する第２のガス拡散層と、
　前記第２のガス拡散層に対して、前記触媒電極層で進行する電気化学反応に供するため
のガスを供給するガス供給部と、
　前記電解質膜、前記触媒電極層、前記第１のガス拡散層、および前記第２のガス拡散層
の外周に配設され、前記電解質膜の両面間のガスシール性を確保するための樹脂製のシー
ル部であって、前記電解質膜と前記触媒電極層と前記第１および第２のガス拡散層とから
成る積層体と一体で射出成形されたシール部と、
　を備え、
　前記第２のガス拡散層の内部の空間は、前記ガスが、前記第２のガス拡散層の面方向に
平行な一方向に流れるガス流路を形成し、
　前記第１および第２のガス拡散層の積層面は、前記一方向に略平行な２辺を有する形状
に形成されており、
　前記第２のガス拡散層は、少なくとも前記一方向に略平行な２辺が、前記触媒電極層お
よび前記第１のガス拡散層の外周よりも内側に配置されるように積層されていることを要
旨とする。
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【０００９】
　以上のように構成された本発明の第１ないし第４いずれかの燃料電池によれば、燃料電
池に供給されたガスが、第２のガス拡散層を経由した後に、第１のガス拡散層および触媒
電極層に供給される際に、供給されたガスを無駄なく電気化学反応に供給することができ
る。したがって、ガスの利用率を向上させ、発電効率を確保することができる。また、本
発明の第２または第４の燃料電池によれば、電解質膜、触媒電極層、および第１のガス拡
散層と、シール部との間の結合力に加えて、第２のガス拡散層とシール部との間の結合力
が向上するため、シール部全体で、結合力をより均一化させ、燃料電池の耐久性を向上さ
せることができる。
【００１０】
　本発明の第１ないし第４いずれかの燃料電池において、
　前記第２のガス拡散層は、金属製多孔質部材によって形成され、
　前記第１のガス拡散層を構成する部材は、前記第２のガス拡散層を構成する部材よりも
、圧縮弾性率が小さい部材および／または強酸性雰囲気中における耐食性が優れた部材で
あることとしても良い。
【００１１】
　このような構成では、第１のガス拡散層を構成する部材を、第２のガス拡散層を構成す
る部材よりも圧縮弾性率が小さい部材とすることで、電解質膜の損傷を抑制することがで
きる。また、第２のガス拡散層を構成する部材よりも強酸性雰囲気中における耐食性が優
れた部材である第１のガス拡散層を配設することで、第２のガス拡散層の腐食を抑制する
ことができる。
【００１２】
　本発明の第１ないし第４いずれかの燃料電池において、前記第１のガス拡散層は、カー
ボン製多孔質部材から成ることとしても良い。
【００１３】
　このような構成とすれば、容易に、第２のガス拡散層よりも圧縮弾性率が小さく、かつ
、第２のガス拡散層よりも強酸化雰囲気中における耐食性が優れた第１のガス拡散層を得
ることができる。
【００２０】
　本発明は、上記以外の種々の形態で実現可能であり、例えば、本発明の燃料電池を備え
る燃料電池システムなどの形態で実現することが可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　次に、本発明の実施の形態を実施例に基づいて説明する。
【００２２】
Ａ．第１実施例：
　図１は、本発明の第１実施例としての燃料電池の概略構成を表わす断面図である。また
、図２は、図１において破線で囲んだＸ領域を拡大して示す説明図である。本実施例の燃
料電池は、固体高分子型燃料電池であり、単セルを複数積層したスタック構造を有してい
る。すなわち、本実施例の燃料電池は、図１に示すように、複数の単セル１０を備えると
共に、各々の単セル１０間にセパレータ３０を介在させつつ単セル１０を積層させた構造
を有している。
【００２３】
　単セル１０は、電解質膜を含むＭＥＡ（膜－電極接合体、Membrane Electrode Assembl
y）１２と、ＭＥＡ１２の外側に配設された第２ガス拡散層１４，１５を備える。ここで
、ＭＥＡ１２は、電解質膜２０と、電解質膜２０を間に挟んでその表面に形成された触媒
電極であるカソード２２およびアノード２４と、上記触媒電極のさらに外側に配設された
第１ガス拡散層２６，２８とを備えている（図２参照）。
【００２４】
　電解質膜２０は、固体高分子材料、例えばパーフルオロカーボンスルホン酸を備えるフ
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ッ素系樹脂により形成されたプロトン伝導性のイオン交換膜であり、湿潤状態で良好な電
気伝導性を示す。カソード２２およびアノード２４は、電気化学反応を促進する触媒、例
えば、白金、あるいは白金と他の金属から成る合金を備えている。カソード２２およびア
ノード２４を形成するには、例えば、白金等の触媒金属を担持させたカーボン粉を作製し
、この触媒担持カーボンと、電解質膜２０を構成する電解質と同様の電解質とを用いてペ
ーストを作製し、作製した触媒ペーストを電解質膜２０上に塗布すればよい。第１ガス拡
散層２６，２８は、カーボン製の多孔質部材であり、例えばカーボンクロスやカーボンペ
ーパによって形成される。触媒電極を表面に形成した電解質膜２０と第１ガス拡散層２６
，２８とは、プレス接合により一体化されてＭＥＡ１２となる。
【００２５】
　第２ガス拡散層１４，１５は、発泡金属や金属メッシュなどの金属製多孔質体によって
形成されており、本実施例では、チタン製の多孔質体を用いている。第２ガス拡散層１４
，１５は、ＭＥＡ１２とセパレータ３０との間に形成される空間全体を占めるように配設
されており、内部に形成される多数の細孔から成る空間は、電気化学反応に供されるガス
が通過する単セル内ガス流路として機能する。既述した第１ガス拡散層２６、２８におい
ても、内部に形成される空間をガスが通過するが、本実施例では、第２ガス拡散層１４，
１５は、単セル１０に供給されたガスが通過する主たる空間を形成する。カソード２２と
セパレータ３０との間に配設される第２ガス拡散層１４では、その内部の細孔によって形
成される空間が、酸素を含有する酸化ガスが通過する単セル内酸化ガス流路として機能す
る。また、アノード２４とセパレータ３０との間に配設される第２ガス拡散層１５では、
その内部の細孔によって形成される空間が、水素を含有する燃料ガスが通過する単セル内
燃料ガス流路として機能する。
【００２６】
　ここで、隣り合うセパレータ３０間であって、ＭＥＡ１２の外周部には、シール部１６
が設けられている。シール部１６は、例えば、シリコンゴム、ブチルゴム、フッ素ゴムな
どの絶縁性樹脂材料によって形成されると共に、ＭＥＡ１２と一体で形成されている。こ
のようなシール部１６は、例えば、金型のキャビティ内にＭＥＡ１２の外周部が収まるよ
うにＭＥＡ１２を配設し、上記樹脂材料を射出成形することによって形成できる。これに
より、樹脂材料が多孔質部材である第１ガス拡散層内に含浸されて、ＭＥＡ１２とシール
部１６とが隙間なく接合され、ＭＥＡ１２の両面間のガスシール性を確保することができ
る。なお、シール部１６は、触媒電極を備える電解質膜２０を保持する保持部としても機
能している。
【００２７】
　図３は、ＭＥＡ１２と一体形成されたシール部１６の概略構成を表わす平面図である。
図３に示すように、シール部１６は、略四角形状の薄板状部材であり、外周部に設けられ
た６つの穴部と、中央部に設けられてＭＥＡ１２が組み込まれている略四角形の穴部とを
有している。なお、図３の平面図には表わしていないが、シール部１６は実際には図１に
示すように所定の凹凸形状を有しており、燃料電池内では、上記６つの穴部および略四角
形の穴部を取り囲む位置に設けられた凸部で、隣接するセパレータ３０と接触する。シー
ル部１６とセパレータ３０との接触位置（図１において一点鎖線でシール位置と示す）を
、図３の平面図においてシール線ＳＬとして示している。シール部１６は、弾性を有する
樹脂材料から成るため、燃料電池内で積層方向に平行な方向に押圧力が加えられることに
より、上記シール線ＳＬの位置においてシール部１６によってガスシール性を実現可能と
なる。
【００２８】
　また、図３では、シール部１６と一体化されたＭＥＡ１２における外部に露出している
部分を、ハッチを付して示している。以下の説明では、上記ＭＥＡ１２における外部に露
出している部分に対応する領域を、集電領域と呼ぶ。さらに図３では、シール部１６内部
に埋め込まれているＭＥＡ１２の外周線を、点線で示している。第２ガス拡散層１４，１
５は、上記集電領域と略同一形状に形成されており、集電領域においてシール部１６に嵌
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め込まれている。このように、集電領域に嵌め込まれる第２ガス拡散層１４，１５は、Ｍ
ＥＡ１２よりも小さく形成されている。すなわち、第２ガス拡散層１４，１５は、第１ガ
ス拡散層２６，２８よりも小さく形成されると共に、その外周全体が、触媒電極および第
１ガス拡散層２６，２８の面上に重なるように配置されている。
【００２９】
　セパレータ３０は、図１に示すように、第２ガス拡散層１４と接するカソード側プレー
ト３１と、第２ガス拡散層１５と接するアノード側プレート３２と、カソード側プレート
３１およびアノード側プレート３２に挟持される中間プレート３３と、を備えている。こ
れら３枚のプレートは、導電性材料、例えばステンレス鋼あるいはチタンやチタン合金と
いった金属によって形成される薄板状部材であり、カソード側プレート３１、中間プレー
ト３３、アノード側プレート３２の順に重ね合わされて、例えば拡散接合により接合され
ている。これら３種のプレートは、いずれも凹凸のない平坦な表面を有すると共に、各々
、所定の位置に所定形状の穴部を有している。図４は、カソード側プレート３１の形状を
示す平面図であり、図５は、アノード側プレート３２の形状を示す説明図であり、図６は
、中間プレート３３の形状を示す説明図である。
【００３０】
　カソード側プレート３１、アノード側プレート３２は、いずれも、その外周部において
シール部１６と同様の位置に、６つの穴部を備えている。これらの６つの穴部は、スタッ
ク構造を形成するために各々の薄板状部材が積層された際に互いに重なり合って、燃料電
池内部において積層方向に平行に流体を導くマニホールドを形成する。上記各薄板状部材
では、略四角形状である外周の一辺の近傍に穴部４０が形成されている。また、近傍に穴
部４０が形成された辺と対向する辺の近傍には、穴部４１が形成されている。さらに、他
の２辺のうちの一方の辺の近傍には穴部４２，４４が形成されており、他方の辺の近傍に
は穴部４３，４５が形成されている。なお、中間プレート３３は、上記６つの穴部のうち
、穴部４４，４５は有していないが、後述する複数の冷媒孔５８が、穴部４４，４５に対
応する位置に重なるように設けられている。
【００３１】
　上記各薄板状部材が備える穴部４０は、燃料電池に対して供給された酸化ガスを各単セ
ルに分配する酸化ガス供給マニホールドを形成し（図中、Ｏ2 inと表わす）、穴部４１は
、各単セルから排出されて集合した酸化ガスを外部へと導く酸化ガス排出マニホールドを
形成する（図中、Ｏ2 outと表わす）。また、穴部４２は、燃料電池に対して供給された
燃料ガスを各単セルに分配する燃料ガス供給マニホールドを形成し（図中、Ｈ2 inと表わ
す）、穴部４３は、各単セルから排出されて集合した燃料ガスを外部へと導く燃料ガス排
出マニホールドを形成する（図中、Ｈ2 outと表わす）。さらに、穴部４４は、燃料電池
に対して供給された冷却水などの冷媒を各セパレータ３０内に分配する冷媒供給マニホー
ルドを形成し（図中、水 inと表わす）、穴部４５は、各セパレータ３０から排出されて
集合した冷媒を外部へと導く冷媒排出マニホールドを形成する（図中、水 outと表わす）
。
【００３２】
　また、カソード側プレート３１は、穴部４０の近傍に、穴部４０よりも小さく、穴部４
０に平行に配列する複数の穴部である連通孔５０を備えており、穴部４１の近傍には、同
様に、穴部４１に平行に配列する複数の連通孔５１を備えている（図４参照）。アノード
側プレート３２は、穴部４２の近傍に、穴部４２よりも小さく、穴部４２に平行に配列す
る複数の穴部である連通孔５２を備えており、穴部４３の近傍には、同様に、穴部４３に
平行に配列する複数の連通孔５３を備えている（図５参照）。中間プレート３３において
は、穴部４０の形状が他のプレートとは異なっており、中間プレート３３の穴部４０は、
この穴部４０の集電領域側の辺が、集電領域方向へと突出する複数の突出部を備える形状
となっている。穴部４０が有する上記複数の突出部を、連通部５４と呼ぶ。この連通部５
４は、中間プレート３３とカソード側プレート３１とが積層されたときに連通孔５０と重
なり合って、酸化ガス供給マニホールドと連通孔５０とが連通するように、各連通孔５０
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に対応して設けられている。中間プレート３３では、他の穴部４１，４２，４３において
も同様に、連通孔５１，５２，５３に対応して、複数の連通部５５，５６，５７がそれぞ
れ設けられている（図６参照）。
【００３３】
　燃料電池の内部において、穴部４０が形成する酸化ガス供給マニホールドを流れる酸化
ガスは、中間プレート３３の連通部５４が形成する空間と、カソード側プレート３１の連
通孔５０とを介して、第２ガス拡散層１４内に形成される単セル内酸化ガス流路へと流入
する。すなわち、上記酸化ガス供給マニホールドと、連通部５４が形成する空間と、連通
孔５０とは、第２ガス拡散層１４に対して酸化ガスを供給するガス供給部として働く。単
セル内酸化ガス流路において酸化ガスは、第２ガス拡散層１４に平行な方向（面方向）に
流れると共に、面方向に垂直な方向（積層方向）へとさらに拡散する。積層方向に拡散し
た酸化ガスは、第２ガス拡散層１４から第１ガス拡散層２６を介してカソード２２に至り
、電気化学反応に供される。このように電気化学反応に寄与しつつ単セル内酸化ガス流路
を通過した酸化ガスは、第２ガス拡散層１４から、カソード側プレート３１の連通孔５１
および中間プレート３３の連通部５５が形成する空間を介して、穴部４１が形成する酸化
ガス排出マニホールドへと排出される。同様に、燃料電池の内部において、穴部４２が形
成する燃料ガス供給マニホールドを流れる燃料ガスは、中間プレート３３の連通部５６が
形成する空間と、アノード側プレート３２の連通孔５２とを介して、第２ガス拡散層１５
内に形成される単セル内燃料ガス流路へと流入する。すなわち、上記燃料ガス供給マニホ
ールドと、連通部５６が形成する空間と、連通孔５２とは、第２ガス拡散層１５に対して
燃料ガスを供給するガス供給部として働く。単セル内燃料ガス流路において燃料ガスは、
面方向に流れると共に、積層方向へとさらに拡散する。積層方向に拡散した燃料ガスは、
第２ガス拡散層１５から第１ガス拡散層２８を介してアノード２４に至り、電気化学反応
に供される。このように電気化学反応に寄与しつつ単セル内燃料ガス流路を通過した燃料
ガスは、第２ガス拡散層１５から、アノード側プレート３２の連通孔５３および中間プレ
ート３３の連通部５７が形成する空間を介して、穴部４３が形成する燃料ガス排出マニホ
ールドへと排出される。
【００３４】
　図３ないし図６においてＡ－Ａ断面の位置を示しているが、このＡ－Ａ断面の位置は、
図１に示した断面図に相当する位置を表わしている。図１に示すように、Ａ－Ａ断面では
、穴部４０が形成する酸化ガス供給マニホールドから、中間プレート３３の連通部５４お
よびカソード側プレート３１の連通孔５０を介して、第２ガス拡散層１４内へと酸化ガス
が供給される様子が表わされる。さらに、Ａ－Ａ断面では、第２ガス拡散層１４から、カ
ソード側プレート３１の連通孔５１および中間プレート３３の連通部５５を介して、穴部
４１が形成する酸化ガス排出マニホールドへと酸化ガスが排出される様子が表わされる。
【００３５】
　なお、中間プレート３３は、さらに、集電領域を含む領域に、互いに平行に形成された
細長い複数の冷媒孔５８を備えている。これらの冷媒孔５８の端部は、中間プレート３３
を他の薄板状部材と重ね合わせたときに、穴部４４，４５と重なり合い、冷媒が流れるた
めのセル間冷媒流路をセパレータ３０内で形成する。すなわち、燃料電池の内部において
、穴部４４が形成する冷媒供給マニホールドを流れる冷媒は、上記冷媒孔５８によって形
成されるセル間冷媒流路に分配され、セル間冷媒流路から排出される冷媒は、穴部４５が
形成する冷媒排出マニホールドに排出される。
【００３６】
　以上のように構成された第１実施例の燃料電池によれば、金属製多孔質部材から成る第
２ガス拡散層１４，１５と触媒電極との間にカーボン製多孔質部材から成る第１ガス拡散
層２６，２８を配設するため、金属製多孔質部材による電解質膜の損傷を抑えると共に金
属製多孔質部材の腐食を抑制することができる。また、上記のように、単セル内に供給さ
れたガスが、第２ガス拡散層１４，１５を介して第１ガス拡散層２６，２８および触媒電
極に供給される燃料電池において、本実施例ではさらに、第２ガス拡散層が第１ガス拡散
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層よりも小さく形成されると共に、第２ガス拡散層の外周全体が、第１ガス拡散層および
触媒電極の面上に重なるように配置されているため、単セル内に供給されたガスを無駄な
く電気化学反応に供給することができる。すなわち、第２ガス拡散層全体で、直下にＭＥ
Ａ１２が配設されていることにより、第２ガス拡散層１４，１５内を通過しつつ積層方向
に拡散するガスを、効率良く電気化学反応で利用することができる。したがって、ガスの
利用率を向上させ、発電効率を確保することができる。
【００３７】
　ここで、金属製多孔質部材とカーボン製多孔質部材とを共にガス拡散層として用いる構
成についてさらに説明すると、第２ガス拡散層１４，１５として金属製多孔質部材を用い
るのは、多孔質部材によって単セル内ガス流路を形成する際に、多孔質部材の空隙率（気
孔率）を高めることにより、単セル内ガス流路におけるガスの圧損を低減可能となるため
である。これは、金属が高い靱性を示す材料であるため、金属製多孔質部材は、多孔質で
あっても優れた強度を実現可能であることによる。すなわち、金属材料よりも靱性の低い
材料、例えばカーボンから成る多孔質部材によって単セル内のガス流路全体を形成する場
合に比べて、より靱性の高い材料である金属から成る多孔質部材を用いることで、強度を
確保しつつ、ガス流路を形成する多孔質部材の空隙率を高めることができる。
【００３８】
　しかしながらこのような金属製多孔質部材は、例えばカーボン製多孔質部材に比べて剛
性が高いため、燃料電池内で押圧力が加えられることによって、電解質膜２０を損傷する
可能性がある。本実施例では、第２ガス拡散層１４，１５と触媒電極との間に、さらに第
１ガス拡散層２６，２８を設けているため、金属製多孔質部材である第２ガス拡散層１４
、１５による電解質膜２０の損傷を抑制することができる。すなわち、金属製多孔質部材
である第２ガス拡散層１４，１５よりも圧縮弾性率（ヤング率）の小さい、いわゆる柔ら
かい多孔質体である第１ガス拡散層２６，２８を介在させることで、電解質膜２０の損傷
を抑制することができる。さらに、圧縮弾性率の小さい第１ガス拡散層２６，２８を触媒
電極上に配設することで、触媒電極上に圧縮弾性率の大きな金属製多孔質体を直接積層す
る場合に比べて、触媒電極と多孔質部材との接触面積をより大きく確保して、触媒電極に
おける集電性を向上させることができる。
【００３９】
　また、カーボン製多孔質部材は、金属製多孔質部材よりも強酸性雰囲気中における耐久
性に優れるため、第２ガス拡散層１４，１５と、触媒電極との間に第１ガス拡散層２６，
２８を介在させることにより、燃料電池全体の耐久性を高めることができる。すなわち、
本実施例では、電解質膜２０を構成する電解質、および触媒電極が備える電解質として、
パーフルオロカーボンスルホン酸を備えるフッ素系樹脂を用いており、このようにスルホ
ン酸基を導入した電解質は強酸性を示すが、上記構成とすることで、ガス拡散層の腐食を
抑制することができる。
【００４０】
　なお、カーボン材料は金属材料に比べて靱性が劣るため、カーボン多孔質部材から成る
第１ガス拡散層２６，２８は、押圧力が加えられる燃料電池内での強度を確保するために
は、第２ガス拡散層１４，１５に比べて空隙率を低くすることが望ましい。そのため、こ
のように空隙率がより低い第１ガス拡散層２６，２８を用いる場合には、触媒電極にガス
が供給される際の圧損を抑えるために、電解質膜２０の損傷防止および耐食性確保が可能
となる範囲で、第１ガス拡散層２６、２８を、充分に薄くすることが望ましい。
【００４１】
　さらに、本実施例の燃料電池によれば、シール部１６をＭＥＡ１２と一体で射出成形し
ているため、シール部１６を構成する樹脂が第１ガス拡散層２６，２８を構成する多孔質
部材に含浸されることによるアンカー効果によって、ＭＥＡ１２とシール部１６との結合
力が高められる。これにより、燃料電池の耐久性を向上させることができる。
【００４２】
　なお、ＭＥＡ１２におけるシール部１６によって覆われる領域においては、集電領域と
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の境界からある程度の範囲まではガスが供給されるが、上記範囲を超える領域は、ほとん
ど電気化学反応に寄与しない。そのため、シール部１６によって覆われるＭＥＡの面積を
より小さくすれば、ＭＥＡ１２の外周部においてガスが供給されない領域がより小さくな
り、触媒電極を、より無駄なく電気化学反応に用いることが可能となる。したがって、シ
ール部１６によって覆われるＭＥＡ１２の面積は、触媒電極の利用効率と、ＭＥＡ１２と
シール部１６との間の望ましい強度に応じて適宜設定すればよい。
【００４３】
　ここで、第１ガス拡散層２６，２８では、上記シール部１６に覆われる領域の表面近傍
において、樹脂が含浸されることによって細孔がある程度塞がれることになる。しかしな
がら、第１ガス拡散層２６，２８は、集電領域に嵌め込まれた第２ガス拡散層１４，１５
よりも大きく形成されているため、第２ガス拡散層１４，１５内を流れるガスの利用効率
が低下することはない。
【００４４】
Ｂ．第２実施例：
　図７は、第２実施例の燃料電池の概略構成を表わす断面図である。第２実施例の燃料電
池は、第１実施例の燃料電池と類似する構成を有し、ＭＥＡとシール部との接続部近傍の
構成のみが異なっているため、共通する部分には同じ参照番号を付して詳しい説明は省略
する。なお、図７では、燃料電池を構成する１つの単セルについて、図２と同様の一部の
領域のみを拡大して示している。
【００４５】
　第２実施例の燃料電池は、第１実施例と同様のセパレータ３０およびＭＥＡ１２を備え
ている。また、ＭＥＡ１２とセパレータ３０との間に、単セル内燃料ガス流路を形成する
第２ガス拡散層１１４を備えると共に、ＭＥＡ１２とセパレータ３０との間に、単セル内
酸化ガス流路を形成する第２ガス拡散層１１５を備えている。さらに、各単セルの外周部
には、シール部１６に代えてシール部１１６を備えている。このような第２実施例の燃料
電池では、ＭＥＡ１２に加えて、さらに第２ガス拡散層１１４，１１５が、例えば射出成
形によってシール部１１６と一体で形成されている。ここで、第２ガス拡散層１１４，１
１５は、四角形状に形成されると共に第１ガス拡散層２６，２８よりも小さく形成されて
いる。そして、第２ガス拡散層１１４，１１５の外周全体が、触媒電極層および第１ガス
拡散層２６，２８の面上に重なって配置されるように、第２ガス拡散層１１４，１１５と
ＭＥＡ１２とが例えばホットプレスにより一体化された後に、さらにシール部１１６と一
体形成されている。このような第２実施例の燃料電池では、第１実施例と同様にして、各
単セルに対して、酸化ガスおよび燃料ガスが供給される。
【００４６】
　なお、ＭＥＡ１２および第２ガス拡散層１１４，１１５をシール部１１６と一体で形成
したことにより、第２ガス拡散層１１４，１１５におけるシール部１１６に覆われる部分
は、第２ガス拡散層１１４，１１５よりも厚みが増すことになる。図７では、この厚みの
増加に対応して、第２ガス拡散層１１４とカソード側プレート３１との間、および第２ガ
ス拡散層１１５とアノード側プレート３２との間に隙間が生じる様子を示している。しか
しながら、実際の燃料電池では、燃料電池を構成するスタック構造全体に、積層方向に平
行な押圧力を加えることで、第２ガス拡散層１１４とカソード側プレート３１の間、およ
び第２ガス拡散層１１５とアノード側プレート３２との間を接触させることができる。こ
れにより、集電性を確保し、第２ガス拡散層１１４，１１５と隣接部材との間の接触抵抗
を低減することができる。
【００４７】
　以上のように構成された第２実施例の燃料電池によれば、第２ガス拡散層から第１ガス
拡散層を介して触媒電極にガスが供給される燃料電池において、第２ガス拡散層が、第１
ガス拡散層よりも小さく形成され、かつ、第２ガス拡散層の外周全体が、第１ガス拡散層
および触媒電極の面上に重なるように配置されている。したがって、第１実施例と同様に
、単セル内に供給されたガスを無駄なく電気化学反応に供給することができると共に、ガ
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スの利用率の低下を抑制し、発電効率を確保することができる。
【００４８】
　ここで、本実施例では、第１ガス拡散層に加えて第２ガス拡散層も、その外周部がシー
ル部１１６によって覆われているが、このようにシール部１１６によって覆われる領域に
おいても、ＭＥＡ１２よりも第２ガス拡散層を小さく形成することにより、ガス利用率を
確保することが可能になる。すなわち、単セル内に供給されたガスは、第２ガス拡散層内
全体に広がって流れるため、第２ガス拡散層におけるシール部１１６に覆われる領域にも
ガスが拡散し、このような領域においてガスはさらに積層方向に拡散して、第１ガス拡散
層を介して触媒電極に供給される。したがって、第１ガス拡散層に加えて第２ガス拡散層
も、その外周部がシール部１１６に覆われる場合であっても、第１実施例と同様に、ガス
利用率を確保することができる。
【００４９】
　さらに、第２実施例の燃料電池によれば、ＭＥＡ１２に加えて、さらに第２ガス拡散層
がシール部１１６と一体で形成されているため、ＭＥＡ１２とシール部１１６との間の結
合力を高めると共に、ＭＥＡ１２全体で、シール部１１６との間の結合力を均一化するこ
とができる。
【００５０】
　なお、シール部１１６と第１および第２ガス拡散層とが結合する場合であっても、シー
ル部１１６を構成する樹脂が含浸されるのはガス拡散層の表面近傍であって、ガス拡散層
内部にはガスが拡散するため、第２ガス拡散層をより小さく形成することによる既述した
効果が損なわれることがない。特に、第１ガス拡散層の空隙率が第２ガス拡散層の空隙率
に比べて低い場合には、第１ガス拡散層では、第２ガス拡散層に比べて、内部に含浸され
る樹脂量がより少なくなる。したがって、シール部１１６に覆われる領域であっても、第
１ガス拡散層においてガスが流れ得る空間が確保され易くなり、第２ガス拡散層内に拡散
したガスを効率良く触媒電極に導くことができる。
【００５１】
　第２実施例において、第２ガス拡散層の厚みを、外周部のみ薄く形成しても良い。この
ような構成を、第２実施例の変形例として図８に示す。図８は、燃料電池を構成する１つ
の単セルについて、図７と同様の一部の領域のみを拡大して示す断面図である。第２実施
例の変形例である燃料電池は、第２ガス拡散層１１４，１１５に代えて第２ガス拡散層２
１４，２１５を備えており、ＭＥＡ１２と共に第２ガス拡散層２１４，２１５がシール部
２１６と一体となるように、例えば射出成形により形成されている。ここで、第２ガス拡
散層２１４、２１５は、その一方の面全体でＭＥＡ１２に接しているが、他方の面の外周
部に傾斜が設けられることによって外周部がより薄くなるように形成されている。したが
って、第２ガス拡散層２１４，２１５とシール部２１６との接続部近傍には、ガスが流通
する空間が形成される。
【００５２】
　このような構成としても、第２実施例と同様の効果が得られる。さらに、この場合には
、シール部２１６と結合する第２ガス拡散層の外周部をより薄く形成することにより、結
合部における厚みの増大を抑えることができる。したがって、第２実施例に比べて、第２
ガス拡散層とセパレータ３０との間の接触抵抗を、より低減することができる。
【００５３】
Ｃ．第３実施例：
　第１および第２実施例では、ＭＥＡを、各単セル内ガス流路におけるガスシール性を確
保するためのシール部と一体形成しているが、異なる構成とすることもできる。以下に、
ＭＥＡの両面間のガスシール性を確保するために、ＭＥＡの両面にガスケットを配設する
構成を、第３実施例として説明する。図９は、第３実施例の燃料電池の概略構成を表わす
断面図である。第３実施例において、第１実施例と共通する部分には、同じ参照番号を付
して詳しい説明を省略する。
【００５４】
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　第３実施例の燃料電池は、第１実施例の単セル１０に代えて単セル３１０を備えている
。単セル３１０においては、ＭＥＡ１２は、フレーム部３１７に保持されている。フレー
ム部３１７は、図３に示すシール部１６と同様の平面形状を示すが、凹凸のない平坦な表
面を有する薄板状部材である。このフレーム部３１７は、絶縁性材料によって形成されて
おり、ＭＥＡ１２と結合されている。フレーム部３１７は、例えば、シール部１６と同様
の樹脂によって、射出成形によりＭＥＡ１２と一体で形成すればよい。単セル３１０は、
さらにガスケット３１８を備えている。ガスケット３１８は、フレーム部３１７とセパレ
ータ３０との間に配設されて、ＭＥＡ１２の両面間のガスシール性や、燃料ガス、酸化ガ
スおよび冷媒の流れるマニホールドにおけるシール性を確保する。このガスケット３１８
は、押圧力を加えられたときに充分なシール性を実現可能な弾性を有するものであり、例
えば、シール部１６と同様の樹脂によって形成することができる。ガスケット３１８は、
図３に示したシール線ＳＬと同様の位置に設ければよい。第２ガス拡散層１４，１５は、
ＭＥＡ１２における集電領域と略同一形状に形成されており、集電領域と重なり合うよう
に配設されている。
【００５５】
　このような構成としても、第１および２実施例と同様に、第２ガス拡散層１４，１５を
第１ガス拡散層よりも小さく形成すると共に、第２ガス拡散層１４，１５の外周全体を、
第１ガス拡散層２６，２８および触媒電極の面上に重なるように配置することによる効果
が得られる。
【００５６】
　なお、図９に示す第３実施例の燃料電池では、ガスケットを、第２ガス拡散層に極めて
近い位置に配置して、単セル内ガス流路において、第２ガス拡散層外に空間が形成されな
いようにしている。第２ガス拡散層外に空間が形成されると、このような空間は第２ガス
拡散層内よりも圧損が低いためより多くのガスが流れやすくなって、第２ガス拡散層内を
通過しない、すなわちＭＥＡでの電気化学反応に寄与しないガスが生じることになる。し
たがって、ガスケットを用いる場合にも、シール部を用いる第１および第２実施例と同様
に、単セル内ガス流路全体が、実質的に第２ガス拡散層によって形成される構成とするこ
とが望ましい。このように、局所的に圧損が低い領域の形成を抑えることで、単セル内ガ
ス流路におけるガス流れの不均一化を防止し、ガス利用率をさらに向上させることができ
る。
【００５７】
　また、第１ないし第３実施例において、第２ガス拡散層の積層面の面積をＭＥＡ１２よ
りも小さく形成する際には、燃料電池の発電中に第２ガス拡散層を構成する金属多孔質部
材が熱膨張した場合であっても、第２ガス拡散層がより小さい状態を維持可能となるよう
に、第２ガス拡散層の大きさを予め設定しておくことが望ましい。
【００５８】
Ｄ．変形例：
　この発明は上記の実施例や実施形態に限られるものではなく、その要旨を逸脱しない範
囲において種々の態様において実施することが可能であり、例えば次のような変形も可能
である。
【００５９】
Ｄ１．変形例１：
　第１ないし第３実施例では、第２ガス拡散層はＭＥＡよりも小さく形成されると共に、
第２ガス拡散層の外周全体が、第１ガス拡散層および触媒電極の面上に重なるように配置
されることとした。このような、実施例における第２ガス拡散層とＭＥＡとの平面的な位
置関係を、図１０（Ａ）に模式的に表わす。これに対して、第２ガス拡散層によって形成
される単セル内ガス流路内をガスが一方向に流れる場合には、第２ガス拡散層において、
必ずしも全ての辺がＭＥＡ上に配置される必要はなく、少なくとも上記一方向に平行な辺
が、第１ガス拡散層および触媒電極の面上にあればよい。第２ガス拡散層において、ガス
の流れ方向に平行な２辺だけが、第１ガス拡散層及び触媒電極上に配置される様子を、図



(14) JP 4929647 B2 2012.5.9

10

20

30

40

50

１０（Ｂ）に模式的に示す。例えば第１ないし第３実施例における単セル内酸化ガス流路
のように、第２ガス拡散層の端部から、この端部に対向する端部へと一方向にガスが流れ
る場合に適用可能であって、実施例と同様に、ガスの利用効率を確保する効果が得られる
。これは、第２ガス拡散層におけるガス流れに平行な辺の近傍では、直下にＭＥＡが存在
しなければ電気化学反応に寄与することなくガスが通過してしまうが、ガス流れに垂直な
辺の近傍では、直下にＭＥＡが存在しなくても、その後ガスは必ずＭＥＡ上を通過して、
電気化学反応に寄与可能となるためである。
【００６０】
Ｄ２．変形例２：
　第１ないし第３実施例では、第２ガス拡散層としてチタン製多孔質部材を用い、第１ガ
ス拡散層としてカーボン製多孔質部材を用いているが、異なる材料から成る部材を組み合
わせても良い。第２ガス拡散層として他種の金属から成る多孔質部材を用いる場合にも、
用いる金属製多孔質部材よりも弾性圧縮率の小さい部材によって第１ガス拡散層を形成す
ることで、電解質層の損傷を抑制可能となる。また、第２ガス拡散層として他種の金属か
ら成る多孔質部材を用いる場合にも、用いる金属製多孔質部材よりも強酸性雰囲気中にお
ける耐食性に優れた材料から成る部材で第１ガス拡散層を形成することで、燃料電池全体
の耐久性を向上させることができる。
【００６１】
Ｄ３．変形例３：
　第２ガス拡散層の大きさ及び配置に関する本願構成を、アノード側とカソード側のうち
の一方にのみ適用することとしても良い。例えば、カソード側において、第１ないし第３
実施例のいずれかと同様の第１および第２ガス拡散層を設け、アノード側のガス拡散層は
、単一のカーボン製多孔質部材によって形成することとしても良い。少なくとも一方の側
に金属製多孔質部材から成る第２ガス拡散層を設ける場合に本発明を適用して、第２ガス
拡散層を、触媒電極側の第１ガス拡散層よりも面内内側に配置することで、既述した効果
が得られる。
【００６２】
Ｄ４．変形例４：
　第１ないし第３実施例では、セパレータ３０として、表面が平坦な板状部材を用いたが
、セパレータがその表面に凹凸を有し、第２ガス拡散層とセパレータとの間にガスが流れ
る空間が形成される構成としても良い。この場合であっても、触媒電極あるいは第１ガス
拡散層を含むＭＥＡにおいて、シール部のようなガス不透過な部材によって覆われていな
い集電領域全体が、第２ガス拡散層によって覆われていればよい。すなわち、電気化学反
応に供されるガスが第２ガス拡散層を経由する燃料電池であれば、本発明を適用すること
で、ガス利用率の低下を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】第１実施例の燃料電池の概略構成を表わす断面図である。
【図２】図１において破線で囲んだＸ領域を拡大して示す説明図である。
【図３】シール部１６の概略構成を表わす平面図である。
【図４】カソード側プレート３１の形状を示す説明図である。
【図５】アノード側プレート３２の形状を示す平面図である。
【図６】中間プレート３３の形状を示す説明図である。
【図７】第２実施例の燃料電池の概略構成を表わす断面図である。
【図８】第２実施例の変形例の燃料電池の概略構成を表わす断面図である。
【図９】第３実施例の燃料電池の概略構成を表わす断面図である。
【図１０】第２ガス拡散層とＭＥＡとの平面的な位置関係を模式的に表わす説明図である
。
【符号の説明】
【００６４】
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　　１０，３１０…単セル
　　１２…ＭＥＡ
　　１４，１５…第２ガス拡散層
　　１６，１１６，２１６…シール部
　　２０…電解質膜
　　２２…カソード
　　２４…アノード
　　２６，２８…第１ガス拡散層
　　３０…セパレータ
　　３１…カソード側プレート
　　３２…アノード側プレート
　　３３…中間プレート
　　４０～４５…穴部
　　５０～５３…連通孔
　　５４～５７…連通部
　　５８…冷媒孔
　１１４，１１５…第２ガス拡散層
　２１４，２１５…第２ガス拡散層
　３１７…フレーム部
　３１８…ガスケット

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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